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第 1 章 序論  
1.1 課題の設定 
1.1.1 研究背景 
  1．工業化・都市化の急速な発展による土地収用 
  工業化、都市化の急速な進展と農業現代化の著しい発展に伴い、農業と非
農業、農村と都市との間で土地をめぐる競争がさらに激化している。『新中
国農業 60 年統計資料』によると、1987 年の全国農地総面積は 9940 万 ha で
あったが、農地整備や造成により、1996 年の農地総面積は過去最大の 1 億
3006 万 ha になった。しかし、中国の市場経済化が進展するにつれて、都市
化が進み、大量の農業用地が都市の建設用地に収用された。2008 年末の中国





























































































面した。2010 年、日本農業の総生産額は 4.7 兆円で、国内総生産の 0.97％し
か占めていなかった①。これらのことから、中国は適切に農地制度の改革を
                                           
① 出所：日本農林水産省、農林水産基本データ集 http://www.maff.go.jp/j/tokei/sihyo/index.html。 































































































































































































































 土地移動（the transaction of land contract right） 
 土地移動は土地経営権の流動化をさす。土地移動は請負った土地の経営権
が法律に基づき下請、賃貸、互換、譲渡などの方法で移動することである。






















































































して検証を行い、それぞれの目標を 1 つずつ達成する。 
 最後に、本研究の主要な結論を出し、前出の研究仮説に応え、適切な政策
提案を行う（図 1-2）。 




































 第 1 章では、主要な研究のサーベイを行い、現在この分野における国内外
の研究の進捗状況、既存研究の主な成果と未解決問題を明確にし、主要な研
究方法と論文構成を確定する。 
 第 2 章では、理論的基礎と研究の枠組みを確立する。土地収用、土地移動
及び規模経営に関係する理論、方法などの文献を総括し、各章節の展開に理
論づける。 
 第 3 章では、各年度統計資料のデータを整理し、中国各省の農地転用にお
ける収益配分のメカニズムを明確し、計量分析を通じて土地価格の決定要素
と土地収益の配分メカニズムの形成要因を明らかにする。 








 第 6 章では、文献研究により、日本農業の発展現状を論じるうえで、日本
の農地制度改革のプロセス、背景と手段を分析し、関連する日本の農地政策
に関する議論を結び付けて、そこから得られる示唆を総括する。 
 第 7 章では、理論の分析、事例調査と政策の回顧を通じて、中国農地制度
の改革方向を分析する。さらに制度経済学の分析方法を用いて、家庭農場制










































H5：1 人当たりの GDP と経済の総合発展水準が高いほど、グレー収入は多
くなる。 
 上記の仮説に基づき、二つの実証モデルを設計する。 
 モデル 1：土地価格決定要素モデル 
 土地価格 Land price と選択した変数とは線型性で、すなわち数学モデルは： 
 
     は未知パラメータで、 は確立変数である。 
 モデル 2：中間費用1決定要素モデル 
 中間費用 FEE と選択した変数とも線型性で、すなわち数学モデルは： 
 




                                           
1 土地価格から中央政府の収益、地方政府の純収入と収用補償費を差し引くと、０ではないことがわ
かる。しかも、この差はかなり大きな数値である。本稿ではこの数値を「中間費用」と定義する。 















 （2）農家調査データ：筆者は 2011 年 10 月～2012 年 5 月重慶、安徽、山
東省の 8 郷・鎮の 24 村で無作為のアンケートをし、402 の有効アンケート、
18 村の事例を得た。 
 （3）事例調査データ：筆者は 2011～2012 にかけて経済発展水準の異なる
重慶、四川、河北、安徽の 14 県（市）を訪問し、座談会を通じて、現地の
土地移動データと現代農業園区を建設する 20 社の資料を得た。 































第 2 章 先行研究 
2.1 土地収用に関する先行研究 












求められた。2012 年 1 号文件では「土地管理法を速やかに改正し、農村にお
ける集団の土地の収用にかかわる条例の完備」を求めた。2012 年 2 月 15 日
国務院常務会議においても農村集団土地収用条例の制定を改革の重点に置
いた。各年の収用面積からみると、毎年の収用面積は 150 万ムー以下である





























































































































































































































































動による農業収入の損失を補填している（Rozelle，Taylor と de Brauw，1999；
























































































































































































 中国『土地管理法』第 47 条によると、収用する農地の補償費は、収用前 3
年間の年平均生産額の 6 ないし 10 倍とする。収用する農地の生活安定補助
費は、農家の人口数に応じて計算される。生活安定補助費は、収用前 3 年間
の年平均生産額の 4 ないし 6 倍とする。なお、農地の補償費と生活安定補助














                          （1） 
 
       （2） 
 
上述した方法で、2005 年～2007 年『中国統計年鑑』農業（栽培業）の生産
額のデータと 2005 年～2007 年『中国国土資源年鑑』農地使用面積のデータ
を用いて、全国 2007 年の単位あたりの収用補償費を計算できる。表 3－1 に
示されたものは、2007 年中国各地単位あたり収用農地補償費である。 
表 3- 1 中国各地単位あたり収用農地補償費（単位：元/ムー） 
地域 収用農地補償費  地域 収用農地補償費 
全国（平均） 30593.60 河南 41418.35 
北京 85041.61 湖北 38260.49 
天津 43571.63 湖南 46285.19 
河北 37652.46 広東 72630.95 
山西 13653.84 広西 31982.24 
内モンゴル 12657.17 海南 50009.26 
遼寧 30186.38 重慶 28544.17 
吉林 18705.16 四川 32467.65 





黒龍江 11425.96 貴州 14290.65 
上海 80737.24 雲南 17750.32 
江蘇 50906.12 チベット 15246.12 
浙江 64706.27 陝西 21767.70 
安徽 27230.48 甘粛 14745.96 
福建 82275.84 青海 12818.88 
江西 33953.00 寧夏 13454.89 
山東 51893.90 新疆 28160.35 
 













あたりの譲渡純収入を計算すると、表 3－2 の通りである。 
 
表 3- 2 全国各地単位あたり土地譲渡純収入（単位：元/ムー） 
 
地 域 農地供給純利益  地 域 農地供給純利益 
全国（平均） 128856.11 河南 123512.02 
北京 494582.09 湖北 122439.58 
天津 337771.24 湖南 75057.92 




  山西 70531.30 広西 85304.23 
内モンゴル 50917.69 海南 149477.08 
遼寧 199975.67 重慶 186962.72 
吉林 114788.72 四川 386830.92 
黒龍江 150791.20 貴州 126699.35 
上海 348956.52 雲南 23624.78 
江蘇 61648.31 チベット 60465.29 
浙江 124974.70 陝西 120461.74 
安徽 108341.57 甘粛 23166.88 
福建 171091.88 青海 74310.88 
江西 31625.11 寧夏 22378.70 
山東 160656.04 新疆 62973.00 
 
 表 3－2 によると、2007 年各地地方政府の 1 ムーあたりの土地譲渡純収入
は 128856.11 元である。北京単位あたりの譲渡純収入はもっとも高く、1 ム
ー当たり北京市政府は 494582.09 元の純収入を得られる。一方、寧夏の地方
政府は最も低く、1 ムー当たり 22378.70 元である。 
3.1.3 中央政府の収益 







表 3- 3 全国各地土地価格と中央政府の収益（単位：元/ムー） 
 
地域 土地価格 中央政府 地域 土地価格 中央政府 
全国（平均） 807252.07 242175.62 河南 461476.64 138442.99 
                                           
1 実際に、1999 年の『土地管理法』から、土地譲渡収入の 3 割を中央政府に上納することが決められ
た。 





北京 4992762.88 1497828.86 湖北 611294.68 183388.40 
天津 494041.80 148212.54 湖南 539648.20 161894.46 
河北 664150.27 199245.08 広東 876583.72 262975.12 
山西 483618.37 145085.51 広西 415974.86 124792.46 
内モンゴル 261459.48 78437.84 海南 533721.49 160116.45 
遼寧 395555.02 118666.51 重慶 563196.56 168958.97 
吉林 376814.38 113044.31 四川 1750396.25 525118.88 
黒龍江 441099.91 132329.97 貴州 356926.80 107078.04 
上海 6176331.92 1852899.58 雲南 488923.64 146677.09 
江蘇 1087745.29 326323.59 チベット 256410.26 76923.08 
浙江 2302884.53 690865.36 陝西 672112.89 201633.87 
安徽 505261.29 151578.39 甘粛 347857.27 104357.18 
福建 1821663.24 546498.97 青海 349726.78 104918.03 
江西 508439.60 152531.88 寧夏 241927.62 72578.29 
山東 569428.75 170828.62 新疆 246840.15 74052.04 
  
表 3－3 によると、全国平均土地価格は 807252.07 元/ムーで、1 ムーあたり
の中央政府の収益は 242175.62 元である。各地において、上海の土地価格は
最も高く、6176331.92 元/ムーである。上海の土地譲渡から中央政府は 1 ムー
あたり 1852899.58 元の収益を得られる。一方、寧夏の土地価格は最も低く、









                                           






表 3- 4 各主体の収益と中間費用（単位：元/ムー） 
 
地域 土地価格 中央政府 地方政府 収用補償費 中間費用 
全国（平均） 807252.07 242175.62 128856.11 30593.60 405626.74 
北京 4992762.88 1497828.86 494582.09 85041.61 2915310.32 
天津 494041.80 148212.54 337771.24 43571.63 -35513.60 
河北 664150.27 199245.08 149432.20 37652.46 277820.52 
山西 483618.37 145085.51 70531.30 13653.84 254347.72 
内モンゴル 261459.48 78437.84 50917.69 12657.17 119446.77 
遼寧 395555.02 118666.51 199975.67 30186.38 46726.47 
吉林 376814.38 113044.31 114788.72 18705.16 130276.19 
黒龍江 441099.91 132329.97 150791.20 11425.96 146552.78 
上海 6176331.92 1852899.58 348956.52 80737.24 3893738.58 
江蘇 1087745.29 326323.59 61648.31 50906.12 648867.29 
浙江 2302884.53 690865.36 124974.70 64706.27 1422338.19 
安徽 505261.29 151578.39 108341.57 27230.48 218110.85 
福建 1821663.24 546498.97 171091.88 82275.84 1021796.55 
江西 508439.60 152531.88 31625.11 33953.00 290329.61 
山東 569428.75 170828.62 160656.04 51893.90 186050.18 
河南 461476.64 138442.99 123512.02 41418.35 158103.27 
湖北 611294.68 183388.40 122439.58 38260.49 267206.21 
湖南 539648.20 161894.46 75057.92 46285.19 256410.63 
広東 876583.72 262975.12 85661.88 72630.95 455315.78 
広西 415974.86 124792.46 85304.23 31982.24 173895.93 
海南 533721.49 160116.45 149477.08 50009.26 174118.70 
重慶 563196.56 168958.97 186962.72 28544.17 178730.71 
四川 1750396.25 525118.88 386830.92 32467.65 805978.80 
貴州 356926.80 107078.04 126699.35 14290.65 108858.76 
雲南 488923.64 146677.09 23624.78 17750.32 300871.44 
チベット 256410.26 76923.08 60465.29 15246.12 103775.77 
陝西 672112.89 201633.87 120461.74 21767.70 328249.57 
甘粛 347857.27 104357.18 23166.88 14745.96 205587.25 
青海 349726.78 104918.03 74310.88 12818.88 157678.98 
寧夏 241927.62 72578.29 22378.70 13454.89 133515.74 









鑑』2004 年全国各地の土地開発費用と面積のデータで計算した 2004 年 1 ム
ー当たりの全国平均土地開発コストは 2445.37元である。CPIを考慮しても、
2007 年中間費用の 0.69%しか占めていない。北京市土地開発コストは最も高









  2007 年全国平均収用補償費は土地価格の 3.79%しか占めていないが、そ
れに対して、地方政府の純収入、中央政府の収益と中間費用が土地価格に占






 2007 年のデータによると、農地の転用において、農家はわずか 30593.60
元/ムーの補償費を得ていたが、それに対して、地方政府と中央政府はそれぞ

































        ＝0.7 土地価格－中間費用－収用補償費 
 





















































































































































  （4） 
 式(4)の δ と ζ はそれぞれ地域と時間の固定効果で、β0～β4 は未知パラメー
タで、θ は撹乱項である。 






おいて、stata10 ソフトで xtscc プログラム（Hoechle，2007）を利用し、推定












 表 3－5 は土地価格決定要素のパネルデータの回帰分析結果を示したもの
である。モデル 1～モデル 4 は xtscc プログラムの推定結果で、モデル 5 は
xtreg プログラムの推定結果で、すなわちパネル OLS の推定結果である。モ
デルの固定効果とランダム効果は主に Hausman で検証した。 
 表 3－5 のモデル 1～モデル 5 からわかるように、(1)モデル 1 は土地価格
に対する需要要素の影響しか考慮しなかったが、そのうち、Invest、Income
と Firm は土地価格に影響する有効な因子である。(2)モデル 2 はモデル 1 の
上で供給要素を加え、推定結果によると Invest、Income、Firm、Loler と Agri
は土地の価格形成に比較的顕著な影響を与えた。(3)モデル 3 はモデル 2 に地
域発展要素を加えた。その結果、Urban、Invest、Income、Firm、Loler、Agri
と Market は土地価格の有効な要素である。モデル 1 とモデル 2 では、変数
Urban が有効な結果がみられないが、モデル 3 では、10%のレベルでは有効
である。検証した結果、Urban と Pergdp、Market の相関係数はそれぞれ 0.84
と 0.53 で、そのうち Pergdp と Market の相関係数は 0.79 である。そのほかに、
Pergdp、Market と Income との相関係数はそれぞれ 0.91 と 0.86 で、すなわち、
Urban と Pergdp，Pergdp、Market と Income は強い相関性を持つ。変数間の相
関性によるモデルへの影響を除外するために、モデル 4を推定し、すなわち、
供給要素と地域経済発展しか考慮しないのである。(4)モデル 4 の結果によれ
ば、Loler、Land と Market は土地価格の有効な因子である。(5)モデル 5 とモ
デル 3 比較すれば、二つのモデルの推定係数が同じことがわかるが、推定し
た t 値、すなわち有効性が異なっている。なぜなら、xtscc プログラムが推定
したのは Driscoll/Kraay 標準誤差で、xtreg プログラムが推定したのは一般標
準誤差である。 









1～モデル 3 及びモデル 5 の結果によると、都市住民可処分所得が高ければ
高いほど不動産価格も高くなる。すなわち、住民の購買力が強ければ土地価
格の上昇につながる。不動産業者数が多ければ、土地価格が低くなることは、






与えた。しかし、その有効性が不安定である。Agri はモデル 2 とモデル 3 で






表 3- 5 土地価格決定要素のパネルデータ回帰分析 
 
 変数 
xtscc 回帰 xtreg 回帰 
























































































R2 0.2472 0.3430 0.3603 0.0859 0.3430 
Method 固定効果 固定効果 固定効果 固定効果 固定効果 
注：***、**、*はそれぞれ 1％、5％と 10%の水準で有効である。括弧の




である。モデル 6～モデル 9 は xtscc プログラムを利用した推定結果で、モデ
ルの固定効果とランダム効果は主に Hausman にて検証された。 
































































R2 0.2128 0.0507 0.0648 0.0650 
Method 固定効果 固定効果 固定効果 固定効果 
注：***、**、*はそれぞれ 1％、5％と 10%の水準で有効である。括弧の










































































































表 4- 1 中国農村部の就業人口構成と人口比（単位：万人、％） 
 
 農村部就業人口 農業就業者 対総人口比 非農業就業者 対総人口比 
1996 年 56085.58 42441.19 75.67 13644.39 24.33 
2006 年 47852.00 34874.0 72.88 12978.00 27.12 
出所）1996 年、2006 年中国第一、二次全国農業普査より作成 
 
表 4- 2 江津区の就業人口構成と農業労働力（単位：万人、万戸） 
 
 2009 年 2010 年 
農業就業者 113.51 103.51 
農家 38.37 37.91 
農村部労働力 70.76 71.08 




       県外省内 













1996 年から 2006 年までの農村部の就業人口についてまとめた中国第一、
第二農業普査によれば、2006 年の時点で、農業就業者に占める農村部就業人





年から 2006 年にかけて 2.79％増加した一方で、非農業就業者数は 666.39 万
人の減少となる。このように、農村部では、近年農業離れが進み、流動労働
力は大幅に増加するなか、農業就業者は減少している。 
次に、重慶市江津区のデータを見てみよう。表 4－2 によれば、2010 年の
時点で、農村部労働力は 71.08万人で2009年に比べて小幅な増加なのに対し、
農業就業者は 103.51 万人で 200９年に比べて、10 万人減少し、減少率は 8.8％




表 4- 3 山東省農業就業者と出稼ぎ労働者の年齢構成の変化（単位：％） 
 
 農業就業者 出稼ぎ労働者 
30 歳以下 46 歳以上 30 歳以下 46 歳以上 
2003 年 17.3 44.3 ― ― 
2006 年 13.6 48.5 71.8 7.2 
出所）2007 年中国国家統計局山東調査総隊調査資料より作成 
 
表 4- 4 調査対象農家の年齢構造状況（単位：人、％） 
 
農業労働力の年齢分布 農業就業者 比率 
< 30 
31 ~ 40 
41 ~ 50 












総 計 5075 100 
出所）2009 年アンケート調査結果より作成 







人は 32.5％を占める。1996 年、農村部の就業人口の中で、60 歳以上の人口
は 7％を占めていたが、2006 年には 8.8％に上がった。農村部の就業人口の
平均年齢は 1996 年の 37 歳から 2006 年の 41 歳に増加し、増加率が 13.9％で
ある。表 4－3 は農業就業者と出稼ぎ労働者の年齢構造を表す山東省の状況
である。2003 年、農業就業者の中で、30 歳以下の人口は 17.3％を占めてい
たが、2006 年には 13.6％に減少した。逆に、30 歳以下の出稼ぎ労働者は全
体の 71.8％を占めることが読み取れる。 
そして、現地調査により、中国農業労働力の高齢化が深刻化していること
が分かった。表 4－4 は農家調査（調査対象は 10 省市の 20 村である）を基
にした集計の結果である。同表から見て取れるように、農業就業者の大多数
















1996 年 42441.19 20371.77 48.0 22069.42 52.0 
2006 年 34874.00 16321.03 46.8 18552.97 53.2 
出所）1996 年、2006 年中国第一、二次全国農業普査より作成 
 





 農業就業者 出稼ぎ労働者 
女性 男性 女性 男性 
2003 年 54.7 45.3 ― ― 
2006 年  57.6 42.4 33.8 65.8 
出所）2011 年調査資料より作成 
労働力の老齢化と並んで、その女性化も顕著な傾向を示して進行したこと
は表 4－5 によって歴然としている。2006 年の時点で、農業就業者に占める
女性農業者の割合は 1996 年に比べ 1.2 ポイント増加し、53.2％で、男性より
6.4 ポイント高い。 
表 4－6 に示すように、2006 年、江津区農業就業者に占める女性農業者の








表 4- 7 中国農業技術員と人口比（単位：万人、％） 
 
 農業技術員 農村労働力 
資源総数 
対総数比 
1996 年 271.70 56085.58 0.64% 
2006 年 207.00 34874.00 0.59% 
出所）1996 年、2006 年中国第一、二次全国農業普査より作成 
 
表 4- 8 2006 年山東省農業就業者と出稼ぎ労働者の学歴構成の状況（単位：
年、％） 
 小卒以下 中卒と高卒 大卒以上 教育年数 技能訓練を受け






農業就業者 32.5 65.3 2.2 8 11.3 























表 4- 9 農業への労働投入量の変化（単位：出勤日数、%） 
 
                                           
1労働力には全労働力（男性 18～50 周歳、女性 18～45 周歳）と半労働力（男性 16～17 周歳と 51～60





 全 国 労働者資源省 
農業労働 耕種農業労働 農業労働 耕種農業労働 
2005 年 318 153 306 162 
2009 年 265 125 256 129 




表 4- 10 労働者を雇用した農家の割合の変化（単位：%） 
 
 全 国 労働者資源省 
農業 耕種農業 農業 耕種農業 
2005 年 15.4 15.2 15.9 15.5 
2009 年 14.1 14.2 14.4 14.6 









2005 年～2009 年にかけて、農家の 1 世帯あたりの農業労働投入量が 318
日の年間出勤日数から 265 日まで減少し、16.7%下がった。その中で、耕種
農業労働投入量が 153 日の年間出勤日数から 125 日まで下がった。そして、
全国の状况に顕著に見られるように、労働者資源省においてさらには農業労
働投入量の減少傾向が顕著となっている。特に、耕種農業労働投入量は、2005
年に比べ２割減少し、2009 年には 129 日となっている。そして、農業部門の


















































































事実にこだわらないとしたら、家庭の面する最大化問題は方程式  lcMaxU ,
を解くことである。その中、cは消費であり、lは暇である。制約条件は以下
のように： 
  mmhh rAwLALFrAwLpc  ,                                （1） 
    hf LLL  ， hf AAA  ， mfA AAE  ， lLLE mfL             （2） 
c、 l、 hL 、 fL 、 mL 、 hA 、 fA 、 mA 0  
その中、 pは産出価額；wは労働力賃金； rは単位農地価額；  AELF , は
農家自家農地生産関数； hL 、 mL 、 fL は順次に農家雇用労働力、市場に出す
労働力と農家の自家用用労働力； hA 、 mA 、 fA はそれぞれ農家の賃借り農地、
農家の賃貸し農地と農家の自家用農地を表す。 
 方程式（2）を（1）に代入し変化させると、以下の方程式（3）になる。 




 その中、   rAwLALF  , 、そして c、l、L、A 0 。方程式（3）の制








 横軸の f は農家労働力の数を示し、 l は暇を表し、 LE は労働力賦存量を
表す。縦軸の cは農家の産出数値であれば、農家の消費数値でもある。農家
の農地生産関数を  AELF , にする。これは農家が農地生産に用いる労働量 L
と農家の農地賦存量 AE に関する凹関数である。曲線  AELF , にある任意の点
接線のスロープは農家農地生産の労働力限界産出を表し、しかも
  0,  AELF である。農家の農地生産労働力の限界産出イコール機会费用の
時、農家が自家の農地における労働力の投入は最も優れている。実際賃金率
pw / が限定されている（接線のスロープで表示）という条件の下に、接線
と曲線の接点 Aに対応する 1L は農家が自家の農地に投入する労働力の量
は最適である。 
 無差別曲線 1U は農家が消費 cと暇 l に対する好みを示す。限界置換代替率
逓減の法則によって、無差別曲線 1U が原点に突き出る。この場合、予算制約
線に似て、直線も農家が消費と暇を選択する時に面する制約条件になる。
曲線 1U と直線の交点 Bに対応した 1l と 1c は、其々当の農家が最大化した
効用を獲得する時の暇と消費水準を表す。それで、  11 LlEL  は当の農家
から移動した労働力の数値を表す。以下のような状況を考えよう。仮に当の
農家の無差別曲線は 2U であり、曲線 2U と直線がCで交わる。Cに対応した
2l は当の農家が最大化した効用を獲得する時の暇の数値であり、





 21 lEL L  は当の農家が雇った労働力の数値である。当然、もし農地移動
市場が存在する場合は、当の農家が一部の農地を賃貸しするかもしれない。
続きの分析をしやすくするために、当の農家の無差別曲線を 1U に設定する。 





















 横軸 Aは農家の農地数量を表し、 AE 点は農家の農地賦存量を表し、縦軸Y
は農地産出を表す。農家の農地生産関数を  LEAF , に設定し、それは農家の
農地経営面積 Aと農家の労働力賦存量 LE の凹関数である。曲線  LEAF , にあ
る任意の点接線のスロープは農家農地の限界産出を表し、しかも
  0,  LEAF である。農家の農地限界産出イコール機会費用（ pr / ）の時、
農家の農地経営規模は最適である。 pr / が限定されている（接線のスロー
プで表示）場合は、直線と曲線  LEAF , の交点M に対応した 1A は農家自




































































地生産関数は  LEAF ,1 になる。この場合は、当の農家の最適な経営規模は 1A
に増え、移動する農地の数量は  1AEA  に減る。 
 






































































際地代率が定常の場合、当の農家に最適な規模は 1Aから 1A まで減り、移動

















































第 5 章 企業の参入、囲い込み運動と土地移動 









  1994 年 4 月に中国最初の農業園区が設立して以来、中国の農業園区の建設






































































 最初の「囲い込み運動」は 1987 年に開始し、1992 年～1993 年までピーク




広がっていた。建設部が発表したデータによると、1993 年 3 月まで、中国県
レベル以上の開発区は 6000 以上に達し、敷地面積 1.5 万平方キロで、当時都
市敷地面積の合計 1.34 万平方キロより 0.16 万平方キロも広い。 
















（園区）は 6015 で、計画面積 3.51 万平方キロである。それは当時全国 660
都市、建制镇の建設用地の合計に相当する。上記した深刻な状況で、2003
年から、中国政府は集中的な取り締まりを行い、土地のマクロコントロール










 1990 年代初期、ハイテク産業開発区建設のブームに伴い、1994 年より、
農村にさまざまな農業科学技術のモデル園区が現れた。これは最も古い農業
園区であった。中国の最初の現代農業開発区は上海孙桥現代農業開発区で
1994 年 4 月に建設されたものである。1997 年、陝西杨陵農業ハイテクモデ
ル区は重要プロジェクトとして、国務院と地方政府によって共同投資、創設
された。2010 年 8 月に、農業部は全国で初めて 51 ヶ現代農業のモデル区を





認定した。認定された 51 モデル区の面積は 20.5 万平方キロで、国土の面積
の 2.1%を占めた。耕地面積は 1.01 億ムーで、全国耕地面積の 5.5％を占めた





類の農業園区 963 あり、そのうち県レベル以下の園区 788 である。2009 年 7
月まで、園区の建設総投資額は 319.3 億元で、そのうち、企業投資額 254.36
億元、企業出資額 11.17 億元である。現在、湖南省園区の面積が全省耕地面
積の 19.7%を占めている（尹剑德、2010）。筆者の調査によると、山東省某
県は 2011 年末まで、県内には 500 ムー以上の農業園区 500 以上、60 ムー以















                                           



















U=U [ξi(t),λ] (i=1,2,…, n) 
 ξi は給料、隠れ収入、声望、権力、庇護などで、t は部門の総予算、λ は外



























































































































































                                           
1『無錫市農業園区農業プロジェクト建設用地と企画管理に関する意見（施行）』（2010 年 9 月 1 日実
施） 














する主な主体である。2013 年 11 月まで、中国の龍頭企業は 11.1 万社、売上































第 6 章 日本の農地制度改革における背景と進展、手段
そして中国への示唆 
 





























1960 年代から 2011 年までに、日本の労働力人口における農業人口の比重は
30％から 2.5％前後にまで低下した。しかも、その中で 65 歳以上が占める割
合が 61％であり、平均年齢は 65.9％である。農村人口から見ると、日本の






2005年から 2010年まで、日本の農家と農業経営体はそれぞれ 11.2％と 16.4％
減少している。農家の構造から見ると、販売農家は 332,218 戸減少し、2005
年と比べて 16.9％減少した。自給農家は 12,000 戸増加し、2005 年より 1.4％












                                           
1日本農林水産省、農林水産基本データ集、http://www.maff.go.jp/j/tokei/sihyo/index.html；日本総務省，



























































13.9 万個の村落があり、1955 年のピーク時より 11％減少した。さらに、現





面した。統計によれば、2012 年 3 月までで、被害農地面積は 2 万 4477 ヘク
タールであり、その中で津波が引き起こした農地破壊は 2 万 1476 ヘクター







                                           
1２００７年〜２０１０年日本農業白書。 
2統計部、農村振興局調査（平成 24 年 4 月 20 日発布）。 
3財団法人日本農業研究所編「農林水産省百年史」、農林大臣官房総務課編「農林行政史」（第 1 巻、第
6 巻）、財団法人農政調査会「農業構造政策と農地制度」等資料。 




































































                                           
1 「農地法」（第 19 条、第 20条 1 項）（昭和 27 年法律第 229 号）。 
2 もしも農家が自前の労働力を主として農業生産とそれに伴う経営に従事するのであれば、３ヘクタ
ール以上の農地保有が許される。（北海道では１２ヘクタール以上。） 







































































                                           
1 「食料、農業、農村基本法（平成 11 年法律第 106 号）」。 































産省の資料によれば、2009 年 12 月から 2010 年 6 月までの 7 ヶ月の間に全部
で 144 の企業が農業経営に参加し、経営する土地は全部で 504 ヘクタールで


















表 6- 1 戦後日本の農地についての主要法律1 
 
西 暦 法  律 注  釈 














1952 年 「農地法」公布 
１、農地改革制度の制度化、永久化 
２、「農地調整法」、「自作農創設特別
                                           
1農林省大臣官房総務課編「農林行政史第 1 巻」(昭和 32 年)「農林行政史第 6 巻」（昭和 47 年）、財団
法人日本農業研究所『農林水産省百年史』編纂委員会「農林水産省百年史別巻資料編」（昭和 56 年）、
財団法人農政調査会「農業構造政策と農地制度」（平成 10 年）、中村広次「検証：戦後日本の農地政策」
（平成 14 年）、島本富夫「日本の農地－所有と制度の略史－」（平成 15 年）等。 






1959 年 「農地転用許可基準」 農地転用に対する規範化 











１、「市街化区域」区分制度実施             
２、旧「都市計画法」廃止 




























1990 年 「市民農業整備促進法」公布 
市民農園の発展の推進、土地利用率
の向上 
1993 年 「農促法」公布 認定農業者制度の設立 
1998 年 「農地法改正法」公布 
農地転用の認可権を中央から県レベ
ルへ 








2002 年 「構造改革特別区域法」公布 
企業法人の「農業特区」建設への参
加を許可 
2005 年 「農促法改正法」公布 
１、「農業特区」制度の全国的普及 
２、荒廃耕地対策の全面的実施 


























































                                           






























営権の譲渡と農業経営規模を拡大させるために、1970 年 5 月日本の国会は
「農業者年金基金法」を可決成立させ、農家退職金制度を正式に確立させた。
                                           
1「農業経営基盤強化促進法」（第 4 条第 2 項、7-11 条）。 
2「農業経営基盤強化促進法」（第 4 条 4 項、第 6 条 2 項）。 























の戸ごとの平均で元々の 2.56 ヘクタールから 3.49 ヘクタールにまで拡大し、
その経営規模は 36.3％拡大した。同時に、離農農家の平均年齢は 60 歳であ
り、譲渡を受けた専業農家の平均年齢は 45.9 歳であり、その結果、経営農家




                                           
1独立行政法人：農業者年金基金，http://www.nounen.go.jp/。 



















さらにいくつかの区に分けて設置できる。2011 年 10 月までで、日本の 1743
の市町村の内 1699 の市町村が農業委員会を設置している。現在、全国で 1713















                                           
1農業委員会の概要、日本農林水産省、農林水産基本データ集、
http://www.maff.go.jp/j/tokei/sihyo/index.html。 
































                                           































































































































































始めた。推計によると、全国で家庭農場数は 3,000 にのぼっている。2012 年、
プロジェクトグループは全国の家庭農場の発展に伴う課題に関する実地調
査と研究を遂行し、農業部のモデル地区と合わせ、中国の家庭農場の発展に





している。2011 年上半期までに、全地区の家庭農場数はすでに 1,069 にまで
増加しており、経営面積は 12.6 万ムーで、耕地総面積の 74.6％を占めている。
家庭農場での食糧生産と併せて、2008 年からは「耕種＋養豚」という両者を
一体化させた家庭農場が発展した。2010 年は全地区ですでに耕種と飼養が一
体化した 37 の家庭農場が形成され、年間 7 万頭の豚を出荷するに至ってい
る1。このことから、松江区の主な方法は次のように表すことができる。第一
に土地の移動に関する規範である。①法規に基づく、②自発的な、③有償で
































菜、経済作物の経営面積は 30ha 以上、耕種食糧作物の経営面積は 50ha 以上
として、経営する土地を集積させる。2012 年 6 月までに、延辺州では既に
466 の専業農場が設立され、経営面積は 3.55 万 ha に達し、全州の耕地面積

























うち 98％は黒字経営となっており、総純利益は 1.07 億元、各専業農場の平
均利潤は 54 万元となった。2011 年末までに延辺州は専業農場を発展させ労
働力を 1 万人移動させ、その中で、7,831 世帯の農家が都市へ定住した。 
3.湖北省武漢市の家庭農場の事例 
  湖北省武漢市の家庭農場は「小規模モデル地区とプロジェクト化推進」の
過程で発展してきた。2010 年、5 つの第一次モデル地区の家庭農場が 1 年の
経営を経て良好な成果を得た。この 5 つの家庭農場は総面積が 41.2 ムー、総
従業員数が 21人、労働者 12人となっている。総収益は 54.6万元であるため、
































庭農場責任者の 60％以上は 40 歳以下であり、その中でも、若年の大学生が

































































                                           
1 USDA, Agriculture Fact Book 1998, from: Hallberg, P.6.による。 






















業化した管理といった 4 点を明確に示すことができる。 
 




























































































表 7- 2 家庭農場と農業企業、普通農家の区別 
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一、受访人基本情况 
[1] 被调查人性别： 1男   2女   您的年龄：______周岁 
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二、耕地基本情况及流转 
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若是货币地租，每亩年租金是        元 





是否包括大棚等地面附着设施的租金？       （是，否）租金是       
元。 
租金是否调整？1是 2否； 隔       年调整一次，怎么调整                    
[12] 您愿意采用的地租形式 1.实物地租，实物支付，2.实物地租，货币支
付，3.货币地租，货币支付 
[13] 转出耕地的时候交过(或被扣过)中介费吗？1 有，每亩地交了       
元；2没有 
交给谁？1 村集体   2乡镇或县土地流转中心   3中介机构   4经纪人 
[14] 您家为什么流转出耕地(可多选)1 缺壮劳力 2 种地太辛苦 3 种地不挣
钱 4不会种地   5 对方给的租金高 6要出去打工 7要做生意或干别的工
作  
[15] 出租耕地给您家省了多少个工？          工 
如果让您家自己耕种转出的土地，2010 年每亩地的纯收入估计会有       
元 
[16] 您认为自己种地合适还是出租合适？ 1 自己种地合适   2出租合适 
[17] 若未转出耕地，那您有转出的意愿吗 1 有，想转出       亩，期限      
年 2没有 
[18] 您家有流转入的耕地吗？    1有   2没有(没有跳至第 26题) 
转包/租自(可多选)1 本村农户  2 外村农户  3 本地农场  4 其他(请注
明)       
从       年开始转入的，到现在总共流转入耕地         亩，转入期限
是       年； 
转入耕地种什么 1 粮食(注明)      ，      ， 2 经济作物(注
明)       ，      ； 
[19] 地租的计量方式？  1实物地租（农产品地租）   2 货币地租（钱租）    
若是实物地租，以什么农产品表现（小麦等）            
实物地租类别？1 定额租，每年地租        斤/亩，2 分成租，交对方       
成产出 





2010 年实物地租的实际支付形式？1 农产品      斤/亩  2 货币，折价       
元/亩 
若是货币地租，每亩年租金是        元 
是否包括大棚等地面附着设施的租金？       （是，否），租金是       
元。 
租金是否调整？1是 2否； 隔       年调整一次，怎么调整                    
[20] 您愿意采用的地租形式 1.实物地租，实物支付，2.实物地租，货币支
付，3.货币地租，货币支付 
[21] 2010年，每亩转入耕地的平均产值是       元，亩均地租       元，
雇工开支     元 
雇机械开支     元，农药化肥种子等农资开支        元，水电费开支        
元， 
每亩地纯收入       元； 
[22] 如果耕地还由出租地的农户（对方）自己耕种，他每亩地一年的纯收
入大约为        元 
[23] 您家租地，大约每年分摊在每亩耕地上的投入会比出租农户自己耕种
多       元 
[24] 转入耕地的时候交过(或被扣过)中介费吗？ 1 有，每亩地交了       
元   2没有 
交给谁？1 村集体   2乡镇或县土地流转中心   3中介机构   4经纪人 
[25] 您家还愿意再流转入更多的地吗？  1愿意   2不愿意  
还愿意转入         亩；  您愿意转入耕地的期限是         年 
[26] 如果您家没有流转入耕地，那您有意愿转入吗？1有，想转入       亩   
2没有  
[27] 每亩地一次性给您          元的情况下，您才愿意卖掉/退出您的承
包地 
[28] 您认为您的承包地归谁所有、谁使用？ 
1集体所有，农民使用   2国家所有，农民使用   3说不清 





[29] 你认为您的地归谁所有、谁使用最好？    
1集体所有，农民使用   2国家所有，农民使用   3农民所有并使用   4
说不清 
[30] 农地应给农民长久使用吗 1应该 2不应该，承包期多长合适 A 30年 B 50
年 C永久 
[31] 实行二轮土地承包(1998年左右)以来，您家的承包地被调整过吗？1 是   
2 否 
您担心承包地被频繁调整吗？1 担心   2不担心 
您对土地调整的希望是？1保持现状永久不调整    2随人口变动隔几年
调整  
[32] 你同意农民能用土地做抵押贷款吗？1 同意    2不同意 
[33] 您认为农民进城落户定居工作后，是否应该保留承包地？ 
1应该永久保留   2不应该保留，进城落户定居就退地 
三、农地流转影响调查 
[34] 您对公司长时间、大面积租用农民的耕地担心吗 1 担心   2 不担心   
3说不清 
担心什么 1 收不回来地  2 亏欠农民租金   3 破坏耕地  4 损害集体利益  
5其他           
如果公司整体租下你们村的地，您愿意吗？ 1愿意   2不愿意 
如果公司整体租下你们村的地，您担心土地权益受到侵害吗？1 担心   2
不担心 
您认为对于公司在农村租用农地应该有限制吗？ 1应该   2不应该 
[35] 您认为农地流转对农民外出就业有促进作用吗？ 1有   2没有 
[36] 您认为村集体在维护农民土地权益方面能起到作用吗？1 有用   2 没
用 
[37] 您认为农地流转对农村社会管理的影响是？1好管理了  2不好管理了  
3没影响 
您认为农地流转对农村社会稳定有影响吗？1 有正面影响    2 有负面影





1农民家庭经营   2大户经营    3公司经营   4合作社经营 
[39] 请谈谈农地流转对农民、农业和农村的总体影响和作用                           
                                                                                







         省/市            县/区            镇/乡          村 
受访者姓名                  职务                受访者电话                 
调查员姓名                   调查员电话                       
调查日期         年       月       日 
 
1. 受访公司名称：                                ；注册资金：         
（万元） 
公司总体业务范围，与农业相关的业务范围：                                    
公司到农村租地前从事什么业务：                                               
2. 至 2011年底，公司共租赁耕地        亩；涉及    个村，     个农户，    
个农场 
公司从       年开始租赁耕地，租赁期限一般是       年 
3. 租地合同是与谁签订的？1乡镇政府，2村委会，3 村民小组，4农户，5 合
作社 6其他     
公司租地主要是和谁谈 1乡镇政府，2村委会，3 村民小组，4农户，5 合
作社 6其他     
4. 公司租赁耕地用来干什么（种植、生态旅游、餐饮等）                    
5. 公司租赁耕地种什么 
1粮食(注明)       ，       2经济作物(注明)       ，       
租赁之前种什么 1粮食(注明)       ，       2经济作物(注明)       ，       
产出中直接出售比例是        %， 
公司用农产品加工什么产品                                                   
6. 耕地流转中地租的计量方式？  1实物地租（农产品地租）   2 货币地租
（钱租）    
若是实物地租，以什么农产品表现（小麦等）            





2011 年实物地租的实际支付形式？1 农产品      斤/亩  2 货币，折价       
元/亩 
若是货币地租，每亩年租金是        元 
租金是否调整？1是 2否； 隔       年调整一次，怎么调整                    
7. 2011年，公司耕地租金总计         元， 
经营耕地毛收入（产值）                  元；公司经营耕地纯收入         
元； 
8. 2011年，每亩转入耕地的平均产值是        元，亩均地租开支       元 
雇工开支         元，雇机械开支     元，管理费开支        元，  
农资开支        元，水电费开支     元，其他开支     元，每亩地纯
收入       元；  
9. 出租地的农户若自家耕种，每亩地的年纯收入大约为     元，大约花他自
家     个工 





 1.不愿意   2.愿意调整 
13. 租地过程中给村集体交过中介费或工作经费吗？ 
    1 有，交了        元/亩   2 没有 
14. 租地过程中给县乡政府或土地流转中心交过中介费吗? 
1 有，交了      元/亩 2没有 
15. 租地过程中给中介机构或经纪人交过中介费? 
1 有，交了         元/亩   2没有  
16. 租地过程中发生过什么其他交易费用                                      
17. 公司还愿意租赁更多的耕地吗? 
 1还愿意租赁        亩，意愿期限     年  2不愿意 






                                                                      
                                                                      
19. 地方政府对农地流转和规模经营有什么鼓励或限制政策？ 
                                                                       
                                                                       
20. 地方政府对公司租地经营和规模经营有什么鼓励或限制政策？ 
                                                                       
                                                                       
21. 您认为农地流转后由谁来经营更好？ 
1农民家庭经营   2大户经营    3公司经营   4合作社经营 
22. 有人对公司长时间、大面积租用农地存在一些担心，怕损害农民利益或破
坏耕地，您怎么看待这个问题？                                                            
23. 公司是否因租地与当地农户发生过纠纷？ 1 是  2 否 
具体是什么纠纷？                                                     






         省/市            县/区            镇/乡          村 
受访者姓名                  职务                受访者电话                 
调查员姓名                   调查员电话                       





1. 成立时间：      年   月；发起人数量：    位；有无章程：①有 ②无 
2. 注册时间：      年   月；注册资金：    万元；业务：              
   工商注册：①是 ②否；注册时收费：①是 ②否；注册后收税：①是 ②否 
3. 成立合作社的主要目的（多选并排序）：（                   ） 
   ①获取政府支持  ②提高谈判能力  ③开展品牌经营  ④统一购买农资 
⑤解决卖难问题  ⑥便于农技服务  ⑦政府推动催生  ⑧其他：       
4. 主要由谁牵头成立了合作社（单选）： 
   ①县乡政府      ②村委          ③产销大户      ④企业 
 ⑤科协          ⑥农技人员      ⑦供销社        ⑧其他：         
5. 成立过程中遇到了什么样的困难？怎么解决的？得到过哪些帮助？ 
                                                                    
（二）成员情况 
6. 现有成员：     人；其中农民：     人；企事业单位和社会团体：    个 
7. 历年成员人数与区域结构： 
时间 2010年 2009年 2008年 成立时 
成员数（人）     
跨几个县     
跨几个乡镇     





跨几个村     
8. 申请加入合作社需要哪些条件（多选）： 
①生产达到一定规模          ②产品达到质量要求  
③缴纳会费（额度         ） ④缴纳股金 
⑤必须是当地的农户          ⑥在当地有较好声誉  
⑦其他：                                        
9. 成员加入的方式：①个人自愿 ②集体统一 ③个人自愿与集体统一都有 
10.吸收新成员由谁决定： 
①自由加入  ②成员（代表）大会  ③理事会  ④理事长  ⑤村委会 
11.是否有核心成员与非核心成员的区分： 
①是（权利义务区别：                                     ） ②否 
12.是否有出资成员与非出资成员的区分： 
①是（权利义务区别：                                     ） ②否 
13.服务提供是否有成员与非成员的区分： 
①是（主要不同之处：                                     ） ②否 
14.成员加入合作社是否需要缴纳股金：①是   ②否——答否，跳至第 17题 
如需要，每人最少需要缴纳的股数为       股，每股数额为         元 
15.成员缴纳的股金数是否有最高限额？①是（具体限额          ）  ②否 
16.除了现金以外，本组织还有哪些入股方式？（多选） 
①实物   ②劳务   ③技术   ④土地   ⑤其他：                     
如果通过这些方式，具体怎样换算成股份？                           
17.加入本组织入门会费为         元；加入之后的年费为           元 
18.成员是否允许自由退出？①是  ②否；成员退出时股金处置办法（多选）： 
①继续持有      ②自由转让      ③退还股金      ④自动取消 
19.如果有成员退出，主要原因是什么？（多选） 
①转行   ②年费太高   ③提供服务的价格太高  ④提供的服务太少  
⑤合作社没能提供所承诺的服务          ⑥加入其他合作经济组织  
⑦被合作经济组织开除                  ⑧其他:                                                        





21.目前，本组织实有资产总额        万元；其中固定资产         万元，
流动资产         万元 
22.股权分布情况：①理事长持股数       股 
②理事会成员持股总数       股   ③监事会成员持股总数       股 
④普通会员最多持股数       股   ⑤普通会员最少持股数       股 
23.最大的前 5个股东股权分别为多少股？ 
①          ②          ③           ④          ⑤         
24.是否有法人股东？①是（法人股东有      个） ②否 
25.是否设置优先股？①是（优先股的股份数量占总股份数量      %）②否  
26.成员的股权是否可转让？①是  ②否 
27.本组织是否曾与其他组织合并？①是  ②否 
28.本组织是否曾有过分立？①是  ②否 
29.本组织拥有的分会个数      个 
 
二、农民专业合作社参与土地流转情况    
 
（一）合作社租地经营 
30. 至 2011 年底，合作社经营耕地        亩，租赁耕地        亩；涉及    
个村，     个农户，    个农场 
(1) 合作社从       年开始租赁耕地，租赁期限一般是       年 
31.  租地合同是与谁签订的？（1）乡镇政府，（2）村委会，(3) 村民小组，
(4)农户，(5) 合作社 (6)其他     
i. 合作社租地主要是和谁谈（1）乡镇政府，（2）村委会，(3) 村民
小组，(4)农户，(5)其他     
32. 合作社租赁耕地种什么(1)粮食(注明)       ，       (2)经济作物(注
明)       ，       
i. 租赁之前种什么(1)粮食(注明)       ，       (2)经济作物(注
明)       ，       





ii. 产出中直接出售比例是        %， 
iii. 合作社用农产品加工什么产品                                                   
33. 耕地流转中地租的计量方式？  (1)实物地租（农产品地租）   (2) 货币
地租（钱租） 带不带大棚等地面附着物？ 
i. 若是实物地租，以什么农产品表现（小麦等）            
ii. 实物地租类别？(1) 定额租，每年地租        斤/亩，(2) 分成
租，交给对方       成。 
iii. 2011 年实物地租的实际支付形式？(1) 农产品      斤/亩  (2) 
货币，折价       元/亩 
iv. 若是货币地租，每亩年租金是        元 
(2) 租金是否调整？(1)是 (2)否； 隔       年调整一次，怎么调整                    
34. 2011 年，合作社耕地租金总计         元，经营耕地毛收入（产值）         
元，合作社经营耕地纯收入         元； 
35. 2011年，每亩转入耕地的平均产值是        元，亩均地租开支       元 
i. 雇工开支         元，雇机械开支     元，管理费开支        
元，  
ii. 农资开支        元，水电费开支     元，其他开支     元，每
亩地纯收入       元；  
36. 出租地的农户若自家耕种，每亩地的年纯收入大约为     元，大约花他自
家     个工 




39. 合作社是否愿意随物价上涨等变化调整支付给农户的租金？ (1)不愿意   
(2)愿意调整 
40. 合作社在租地过程中给村集体交过中介费或工作经费吗？(1) 有，交了        
元/亩   (2) 没有  




元/亩 (2)没有  
ii. 租地过程中给中介机构或经纪人交过中介费吗(1) 有，交了         
元/亩   (2)没有  
iii. 租地过程中发生过什么其他交易费用                                          
41. 合作社还愿意租赁更多的耕地吗 (1)还愿意租赁        亩，意愿期限                    
i. 年  (2)不愿意 
42. 合作社租用农地后采用什么经营方式（雇佣劳力统一管理经营，或承包制
等）  
                                                              
43. 您认为农地流转后由谁来经营更好？ 
i. (1)农民家庭经营   (2)大户经营    (3)合作社经营   (4)合作
社经营 
ii. 地方政府对农地流转和规模经营有什么鼓励或限制政策？ 
                                                         
iii. 地方政府对合作社租地经营和规模经营有什么鼓励或限制政策？ 
                                                                 




                                                                                       
 
                                                                                       
 
46. 合作社内部成员之间流转土地面积        亩 
47. 合作社内部成员之间流转土地前后种植品种，投入成本，收益有没有差别？ 
                                                                                       
                                                                       
 






                                                                                       
                                                                       
                                                                         
三. 调查员发现的重要问题、有价值问题、有疑问的地方 
                                                                     
                                                                     
                                                                   
 
